
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送信機とアンテナとの間に接続され、送信時にオンとなりかつ受信時にオフとなる第１
のスイッチング回路を備えた送信アーム回路と、
　受信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなる

第２のスイッチング回路を備えた受信アーム回路とを備え、
　上記アンテナに上記送信機又は上記受信機を選択的に切り換えて接続するための送受信
切り換え回路において、
　上記送信アーム回路は、
　カスコード型増幅器と、
　上記カスコード型増幅器と上記アンテナとの間に接続された

　

ことを特徴とする送受信切り換え回路。
【請求項２】
　送信機とアンテナとの間に接続され、送信時にオンとなりかつ受信時にオフとなる第１
のスイッチング回路を備えた送信アーム回路と、
　受信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなる

第２のスイッチング回路を備えた受信アーム回路とを備え、
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ＦＥＴを有する

インダクタのみからなるイ
ンピーダンス整合回路とを備え、

上記カスコード型増幅器と上記アンテナとの間のインピーダンス整合が、上記インダク
タと、上記ＦＥＴのオフ容量とにより達成されるように、上記ＦＥＴのインダクタンス及
びゲート幅とが設定された

ＦＥＴを有する



　上記アンテナに上記送信機又は上記受信機を選択的に切り換えて接続するための送受信
切り換え回路において、
　上記送信アーム回路は、
　ソース接地型増幅器と、
　上記ソース接地型増幅器と上記アンテナとの間に接続された

　

ことを特徴とする送受信切り換え回路。
【請求項３】
　上記第２のスイッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり
、互いに並列に接続された複数個のＦＥＴを備えたことを特徴とする請求項１記載の送受
信切り換え回路。
【請求項４】
　上記第２のスイッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり
、互いに縦続に接続された複数個のＦＥＴを備えたことを特徴とする請求項１記載の送受
信切り換え回路。
【請求項５】
　上記第２のスイッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり
、互いに並列に接続された複数個のＦＥＴを備えたことを特徴とする請求項２記載の送受
信切り換え回路。
【請求項６】
　上記第２のスイッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり
、互いに縦続に接続された複数個のＦＥＴを備えたことを特徴とする請求項２記載の送受
信切り換え回路。
【請求項７】
　上記第２のスイッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり
、互いに並列にかつ互いに縦続に接続された複数個のＦＥＴを備えたことを特徴とする請
求項１記載の送受信切り換え回路。
【請求項８】
　アンテナに第１と第２の送信機又は受信機を選択的に切り換えて接続するための送受信
切り換え回路であって、
　上記第１の送信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオンとなりかつ受信時に
オフとなる第１のスイッチング回路を備えた第１の送信アーム回路と、
　上記第２の送信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオンとなりかつ受信時に
オフとなる第２のスイッチング回路を備えた第２の送信アーム回路と、
　上記受信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオフとなりかつ受信時にオンと
なる 第３のスイッチング回路を備えた受信アーム回路とを備え、
　上記第１と第２の送信アーム回路はそれぞれ、
　カスコード型増幅器と、
　上記カスコード型増幅器と上記アンテナとの間に接続された

　

ことを特徴とする送受信切り換え回路。
【請求項９】
　上記第３のスイッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり
、互いに並列に接続された複数個のＦＥＴを備えたことを特徴とする請求項８記載の送受
信切り換え回路。
【請求項１０】
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タと、上記ＦＥＴのオフ容量とにより達成されるように、上記ＦＥＴのインダクタンス及
びゲート幅とが設定された
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インダクタのみからなるイ
ンピーダンス整合回路とを備え、

上記カスコード型増幅器と上記アンテナとの間のインピーダンス整合が、上記インダク
タと、上記ＦＥＴのオフ容量とにより達成されるように、上記ＦＥＴのインダクタンス及
びゲート幅とが設定された



　上記第３のスイッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり
、互いに縦続に接続された複数個のＦＥＴを備えたことを特徴とする請求項８記載の送受
信切り換え回路。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、１つのアンテナに送信機又は受信機を選択的に切り換えて接続するための送
受信切り換え回路に関し、特に、カスコード型増幅器の出力段を集積化して構成された送
受信切り換え回路に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来、ＧａＡｓ送受信切り換え回路は携帯電話用など幅広く用いられている。図１１に、
従来例１の直並列型送受信切り換え回路の構成を示す。図１１において、Ｆ 1乃至Ｆ 4は送
受信切り換え用デプレッションモード電界効果トランジスタ（以下、電界効果トランジス
タをＦＥＴという。）であり、Ｒ d 1乃至Ｒ d 4は各ＦＥＴのドレインとソースを同電位にす
るための数ｋΩオーダーの抵抗であり、Ｒ g 1乃至Ｒ g 4は各ＦＥＴの数ｋΩオーダーのゲー
ト抵抗であり、Ｃ 1及びＣ 4はＦＥＴＦ 1及びＦＥＴＦ 4のソースを直流的に接地から切り放
すためのキャパシタであり、高周波的には接地される。また、１は送信機接続用端子であ
り、２は受信機接続用端子であり、３はアンテナ接続用端子である。４及び５はそれぞれ
、送受信を切り換えるための制御電圧Ｖ T X及びＶ R Xを印加するための端子である。さらに
、送信機接続用端子１は、数ｋΩオーダーのプルアップ抵抗Ｒ u pを介してプルアップ電圧
Ｖ U Pに接続され、端子１及び３間の送信アーム回路の電位、並びに端子２及び３間の受信
アーム回路の電位をプルアップして、正又は０Ｖの制御電圧で当該切り換え回路を制御で
きるように構成している。当該切り換え回路の動作を表１に示す。
【０００３】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【０００４】
　表１から明らかなように、送信時は、プルアップ電圧ＶＵＰ及び制御電圧ＶＴＸをＦＥ
ＴＦ１，Ｆ４の電源電圧Ｖｄｄに設定する一方、制御電圧ＶＲＸを０Ｖに設定することに
より、ＦＥＴＦ１及びＦ３をオフにし、ＦＥＴＦ２及びＦ４をオンにし、これによって、
送信機から端子１を介して入力された高周波信号をＦＥＴＦ２及び端子３を介してアンテ
ナ に伝送する。このとき、送信機 から受信機 には、ＦＥＴＦ３がオフ
で、ＦＥＴＦ４がオンなので、送信高周波信号は伝送されない。一方、受信時は、プルア
ップ電圧ＶＵＰ及び制御電圧ＶＲＸをＦＥＴＦ１及びＦ４の電源電圧Ｖｄｄに設定する一
方、制御電圧ＶＴＸを０Ｖに設定することにより、ＦＥＴＦ２及びＦ４をオフにし、ＦＥ
ＴＦ１及びＦ３をオンにし、これによって、アンテナ によって受信されて端子３を
介して入力された高周波信号をＦＥＴＦ３及び端子２を介して受信機 によって伝送
する。このとき、アンテナ から送信機 には、ＦＥＴＦ２がオフで、ＦＥＴＦ
１がオンなので、当該受信高周波信号は伝送されない。ここで、ＦＥＴＦ１乃至Ｆ４の各
ピンチオフ電圧Ｖｐは電源電圧Ｖｄｄよりも低いように設定される。
【０００５】
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図１２は、従来例２のカスコード型電力増幅器の構成を示す回路図である。図１２におい
て、Ｆ 1及びＦ 2は、電力増幅用デプレッションモードＦＥＴであり、Ｒ g 1及びＲ g 2はＦＥ
ＴＦ 1，Ｆ 2に対してゲート電圧を印加するためのゲート抵抗であり、Ｃ g 1及びＣ g 2は高周
波バイパス用キャパシタであり、Ｌ d及びＣ dは当該カスコード電力増幅器の出力インピー
ダンス整合回路を構成するインダクタンスとキャパシタであり、Ｃ t及びＣ aは高周波結合
用キャパシタであり、Ｌ d 2は電源供給用の高周波阻止インダクタである。また、８１は増
幅すべき高周波信号を入力するための入力端子であり、８２は増幅後の高周波信号を出力
するための出力端子である。さらに、Ｖ d 2は電源電圧であり、Ｖ g 1及びＶ g 2はそれぞれ、
ＦＥＴＦ 1及びＦ 2に対して印加するゲート電圧である。
【０００６】
なお、一般的には、ＧａＡｓカスコード型電力増幅器の構成は複雑であって、必要な電力
を出力するために、より高い電源電圧を必要とするので、あまり電力増幅器の最終段には
用いられず、図１２の回路でＦＥＴＦ 2を取り除いたＦＥＴＦ 1のみのソース接地型ＦＥＴ
増幅回路が頻繁に用いられている。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、図１２の電力増幅器と図１１の送受信切り換え回路を、同一のチップ上に
集積化する場合を考えると、従来例の送受信切り換え回路では、図１１の端子１と、図１
２の端子８２を接続して構成するために、回路寸法が比較的大きくなるという問題点があ
った。言い換えれば、従来例の図１２の電力増幅器と図１１の送受信切り換え回路を、そ
のままの形式で集積化すると回路寸法が大きくなり、小型化を図ることができない。
【０００８】
本発明の目的は以上の問題点を解決し、従来例に比較して小型化することができる送受信
切り換え回路を提供することにある。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
　第１の発明に係る送受信切り換え回路は、送信機とアンテナとの間に接続され、送信時
にオンとなりかつ受信時にオフとなる第１のスイッチング回路を備えた送信アーム回路と
、
　受信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなる

第２のスイッチング回路を備えた受信アーム回路とを備え、
　上記アンテナに上記送信機又は上記受信機を選択的に切り換えて接続するための送受信
切り換え回路において、
　上記送信アーム回路は、
　カスコード型増幅器と、
　上記カスコード型増幅器と上記アンテナとの間に接続された

　

ことを特徴とする。
【００１０】
　また、第２の発明に係る送受信切り換え回路は、送信機とアンテナとの間に接続され、
送信時にオンとなりかつ受信時にオフとなる第１のスイッチング回路を備えた送信アーム
回路と、
　受信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなる

第２のスイッチング回路を備えた受信アーム回路とを備え、
　上記アンテナに上記送信機又は上記受信機を選択的に切り換えて接続するための送受信
切り換え回路において、
　上記送信アーム回路は、
　ソース接地型増幅器と、
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タと、上記ＦＥＴのオフ容量とにより達成されるように、上記ＦＥＴのインダクタンス及
びゲート幅とが設定された
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　上記ソース接地型増幅器と上記アンテナとの間に接続された

　

ことを特徴とする。
【００１１】
また、上記第１の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第２のスイ
ッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに並列に接
続された複数個のＦＥＴを備える。
【００１２】
さらに、上記第１の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第２のス
イッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに縦続に
接続された複数個のＦＥＴを備える。
【００１３】
また、上記第２の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第２のスイ
ッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに並列に接
続された複数個のＦＥＴを備える。
【００１４】
さらに、上記第２の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第２のス
イッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに縦続に
接続された複数個のＦＥＴを備える。
【００１５】
またさらに、上記第１の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第２
のスイッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに並
列にかつ互いに縦続に接続された複数個のＦＥＴを備える。
【００１６】
　さらに、第３の発明に係る送受信切り換え回路は、アンテナに第１と第２の送信機又は
受信機を選択的に切り換えて接続するための送受信切り換え回路であって、
　上記第１の送信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオンとなりかつ受信時に
オフとなる第１のスイッチング回路を備えた第１の送信アーム回路と、
　上記第２の送信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオンとなりかつ受信時に
オフとなる第２のスイッチング回路を備えた第２の送信アーム回路と、
　上記受信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオフとなりかつ受信時にオンと
なる 第３のスイッチング回路を備えた受信アーム回路とを備え、
　上記第１と第２の送信アーム回路はそれぞれ、
　カスコード型増幅器と、
　上記カスコード型増幅器と上記アンテナとの間に接続された

　

ことを特徴とする。
【００１７】
また、上記第３の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第３のスイ
ッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに並列に接
続された複数個のＦＥＴを備える。
【００１８】
さらに、上記第３の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第３のス
イッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに縦続に
接続された複数個のＦＥＴを備える。
【００１９】
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【発明の実施の形態】
以下、図面を参照して本発明に係る実施の形態について説明する。
【００２０】
実施の形態１．
図１は、本発明に係る実施の形態１である送受信切り換え回路の構成を示す回路図であり
、図１において、図１１及び図１２と同様のものについては同一の符号を付している。こ
の実施の形態の送受信切り換え回路は、送信機接続用端子１と、アンテナ接続用端子３と
の間の送信アーム回路に、図１２のカスコード型電力増幅器と、インピーダンス整合用イ
ンダクタＬ dを挿入したことを特徴としている。
【００２１】
　図１において、端子１と端子３との間の送信アーム回路は、送信時にオンとなる一方、
受信時にオフとなる第１のスイッチング回路からなり、端子２と端子３との間の受信アー
ム回路は、送信時にオフとなる一方、受信時にオンとなる第１のスイッチング回路からな
る。ここで、第１のスイッチング回路を、カスコード電力増幅器を用いて構成する一方、
第２のスイッチング を、従来例１の受信アーム回路を用いて構成する。
【００２２】
　ＦＥＴＦ１乃至Ｆ４はそれぞれデプレッション型ＦＥＴであり、Ｒｄ２，Ｒｄ３及びＲ
ｄ４はそれぞれＦＥＴＦ２，Ｆ３，Ｆ のドレインとソースとを同電位にするために各Ｆ
ＥＴのドレインとソース間に接続された数ｋΩオーダーの抵抗であり、Ｒｇ１，Ｒｇ２，
Ｒｇ３及びＲｇ４はそれぞれ各ＦＥＴＦ１乃至Ｆ４のゲートに対してゲート電圧を印加す
るための数ｋΩオーダーのゲート電圧印加用抵抗であり、Ｃ１及びＣ２は高周波バイパス
用キャパシタであり、Ｃ４はＦＥＴＦ４のソースを高周波的に接地するためのキャパシタ
である。また、Ｌｄはカスコード型電力増幅器の出力段とアンテナ とをインピーダ
ンス整合するためのインピーダンス整合用インダクタであり、Ｃｔ、Ｃａ及びＣｒは高周
波結合用キャパシタであり、Ｌｄ２は電源供給用の高周波阻止インダクタである。さらに
、Ｖｄ２は電源電圧であり、Ｖｇ１乃至Ｖｇ４はそれぞれＦＥＴＦ１乃至Ｆ４のゲート電
圧である。さらに、キャパシタＣｒの一端は受信機接続用端子２に接続され、その他端は
数ｋΩオーダーのプルアップ抵抗Ｒｕｐを介してプルアップ電圧ＶＵＰに接続され、送信
機接続用端子１及びアンテナ接続用端子３間の送信アーム回路の電位、並びに端子２及び
端子３間の受信アーム回路の電位をプルアップして、正又は０Ｖの制御電圧で当該切り換
え回路を制御できるように構成している。
【００２３】
図１の送信アーム回路において、送信機１０１が接続された送信機接続用端子１は、結合
用キャパシタＣ tを介して、ソース接地のＦＥＴＦ 1のゲートに接続され、当該ゲートはゲ
ート電圧印加用抵抗Ｒ g 1を介してゲート電圧印加用端子１１に接続される。当該端子１１
は高周波バイパス用キャパシタＣ 1を介して接地される。ＦＥＴＦ 1のドレインはＦＥＴＦ

2のソース及びドレイン、接続点５及びインピーダンス整合用インダクタンスＬ dを介して
接続点４に接続され、当該接続点４は結合用キャパシタＣ aを介して、アンテナ１０３が
接続されたアンテナ接続用端子３に接続される。ＦＥＴＦ 2のゲートはゲート電圧印加用
抵抗Ｒ g 2を介してゲート電圧印加用端子１２に接続されるとともに、当該ゲートは高周波
バイパス用キャパシタＣ 2を介して高周波的に接地される。ここで、ＦＥＴＦ 2のドレイン
とインダクタＬ dとの間の接続点５は、高周波阻止用インダクタＬ d 2を介して電源電圧印
加用端子２２に接続される。
【００２４】
一方、図１の受信アーム回路において、接続点４は、ＦＥＴＦ 3のドレイン及びソース、
接続点６、結合用キャパシタＣ rを介して、受信機１０２が接続された受信機接続用端子
２に接続される。ここで、ＦＥＴＦ 3のゲートは、ゲート電圧印加用抵抗Ｒ g 3を介してゲ
ート電圧印加用端子１３に接続され、ＦＥＴＦ 4のゲートは、ゲート電圧印加用抵抗Ｒ g 4

を介してゲート電圧印加用端子１４に接続される。接続点６は、ＦＥＴＦ 4のドレイン及
びソース、並びに結合用キャパシタＣ 4を介して接地される。接続点６は、プルアップ抵
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抗Ｒ u pを介してプルアップ電圧Ｖ U Pを供給する電源に接続される。
【００２５】
表２に、当該送受信切り換え回路の送信モード及び受信モードにおいて、プルアップ電圧
Ｖ U P及び各ゲート電圧印加用端子１１乃至１４に印加すべき電圧を示す。Ｖ d dは電源電圧
であり、Ｖ g a及びＶ g bはそれぞれＦＥＴＦ 1及びＦＥＴＦ 2が電圧増幅器として動作するの
に必要なゲート電圧であり、ここで、Ｖ p＜Ｖ g a＜０Ｖ及びＶ p＜Ｖ g b＜０Ｖである。なお
、各ＦＥＴＦ 1及びＦ 2のピンチオフ電圧Ｖ pは電源電圧Ｖ d dより小さいものとする。これ
らの条件は後述の実施の形態においても同様に設定される。
【００２６】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２７】
図１において、ＦＥＴＦ 1及びＦＥＴＦ 2はカスコード型電圧増幅器を構成し、送信時には
、電力増幅器の出力段として働く。その結果、図１１の従来例１の送信アーム回路におけ
る電力損失はなくなるので、切り換え回路における挿入損失は低減される。このとき、当
該電力増幅器とアンテナ１０３との間の出力インピーダンス整合は、数ｎＨオーダーのイ
ンダクタＬ dと、数ｐＦオーダーのＦＥＴＦ 3のオフ容量Ｃ 3とによって達成できるように
、ＦＥＴＦ 3のソース・ドレイン間のインダクタンスＬ d 3とＦＥＴＦ 3のゲート幅とを決定
して設定する。オフ容量Ｃ 3の一端は、ＦＥＴＦ 4のオンにより、高周波的に接地されるの
で、ちょうど、図１２のキャパシタＣ dと同じ働きをする。
【００２８】
また、受信時には、ゲート電圧Ｖ g 2を０ＶとすることによりＦＥＴＦ 2をオフし、さらに
、ＦＥＴＦ 3をオンし、ＦＥＴＦ 4をオフとすることにより、アンテナ１０３で受信された
高周波信号は、ＦＥＴＦ 3及びＦ 4を介して受信機１０２に伝送され、端子１にはほとんど
現れない。
【００２９】
以上説明したように、実施の形態１によれば、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に
、カスコード型電力増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積
化したチップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することできるとともに、送信時の
切り換え回路の挿入損失を低減することができる。
【００３０】
実施の形態２．
図２は、本発明に係る実施の形態２である送受信切り換え回路の構成を示す回路図である
。実施の形態２は、図１の実施の形態１において、ゲート接地のＦＥＴＦ 2及びその周辺
回路（抵抗Ｒ d 2、抵抗Ｒ g 2及びキャパシタＣ 2）を取り除いて、ＦＥＴＦ 1で構成されたソ
ース接地型増幅器を送信アーム回路に備えたことを特徴としている。
【００３１】
以上のように構成された実施の形態２の送受信切り換え回路においては、図１の実施の形
態１の構成に比較して、受信時のアンテナ１０３と送信機１０１との間のアイソレーショ
ンが低下するが、図１の実施の形態１の構成よりも小さく構成できる利点がある。
【００３２】
表３に、当該送受信切り換え回路の送信モード及び受信モードにおいて、プルアップ電圧
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Ｖ U P及び各ゲート電圧印加用端子１１、１３及び１４に印加すべき電圧を示す。表３に示
すように、受信時にゲート電圧Ｖ g 1を、ＦＥＴＦ 1のピンチオフ電圧Ｖ pよりも低い所定の
ゲート電圧Ｖ g pに設定して、ＦＥＴＦ 1を完全にピンチオフ状態にする必要がある。
【００３３】
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３４】
以上説明したように、実施の形態２によれば、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に
、ゲート接地のＦＥＴＦ 2及びその周辺回路を取り除いたカスコード型電力増幅器、すな
わちＦＥＴＦ 1のソース接地型増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器と切り換え
回路を集積化したチップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することできるとともに
、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減することができる。
【００３５】
実施の形態３．
図３は、本発明に係る実施の形態３である送受信切り換え回路の構成を示す回路図である
。この実施の形態３は、図１の実施の形態１において、さらに、ＦＥＴＦ 3のソース及び
ドレインと並列に、ＦＥＴＦ 5のソース及びドレインを接続し、ＦＥＴＦ 5のゲートをゲー
ト電圧印加用抵抗Ｒ g 5を介してゲート電圧印加用端子１５に接続したことを特徴としてい
る。
【００３６】
図３の送受信切り換え回路において、ゲート電圧Ｖ g 5を変化させることによりＦＥＴＦ 5

のオフ容量Ｃ 5を制御することができる。一般に、ＦＥＴのオフ容量は電力増幅器の整合
に必要な容量に比較して小さい場合が多く、インピーダンス整合用オフ容量Ｃ 3の静電容
量を増加することができ、大出力用の大きなゲート幅のＦＥＴＦ 1及びＦＥＴＦ 2に対して
インピーダンス整合を容易にできるとともに、インピーダンス整合状態に設定することに
より、より大きな電力を得るようにインピーダンス整合を行うパワー整合状態や、より大
きな効率を得るようにインピーダンス整合を行う効率整合状態などに設定することができ
る。
【００３７】
表４に、当該送受信切り換え回路の送信モード及び受信モードにおいて、プルアップ電圧
Ｖ U P及び各ゲート電圧印加用端子１１乃至１５に印加すべき電圧を示す。
【００３８】
【表４】
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【００３９】
以上説明したように、実施の形態３によれば、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に
、カスコード型電力増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積
化したチップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することできるとともに、送信時の
切り換え回路の挿入損失を低減することができる。また、アンテナ１０３と受信機１０２
との間のインピーダンス整合をより容易に行うことができる。
【００４０】
以上の実施の形態３においては、２つのＦＥＴＦ 3及びＦ 5を互いに並列に接続しているが
、本発明はこれに限らず、ＦＥＴＦ 3に対して複数のＦＥＴを互いに並列に接続してもよ
い。
【００４１】
実施の形態４．
図４は、本発明に係る実施の形態４である送受信切り換え回路の構成を示す回路図である
。この実施の形態４は、図１の実施の形態１において、ＦＥＴＦ 3に代えて、ＦＥＴＦ 3、
ＦＥＴＦ 3’及びＦＥＴＦ 3”の３つのＦＥＴの縦続接続回路を挿入したことを特徴として
いる。ここで、接続点４は、ＦＥＴＦ 3のドレイン及びソース、ＦＥＴＦ 3’のドレイン及
びソース、並びに、ＦＥＴＦ 3”のドレイン及びソースを介して接続点６に接続され、各
ＦＥＴＦ 3，Ｆ 3’，Ｆ 3”のゲートはそれぞれ、抵抗Ｒ g 3，Ｒ g 3’，Ｒ g 3”を介してゲー
ト電圧印加用端子１３に接続される。なお、抵抗Ｒ d 3，Ｒ d 3’，Ｒ d 3”はそれぞれ、各Ｆ
ＥＴＦ 3，Ｆ 3’，Ｆ 3”のソースとドレインとの間を同電位にするために、ソースとドレ
インに接続される抵抗である。
【００４２】
表５に、当該送受信切り換え回路の送信モード及び受信モードにおいて、プルアップ電圧
Ｖ U P及び各ゲート電圧印加用端子１１乃至１４に印加すべき電圧を示す。
【００４３】
【表５】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４４】
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一般に、送受信切り換え回路の送信信号の伝送電力能力（Ｐｏｗｅｒ　Ｈａｎｄｌｉｎｇ
　Ｃａｐａｂｉｌｉｔｙ：どれくらいの大きな送信信号の電力を、切り換え回路が伝送で
きるかを示す能力をいう。）Ｐは次式で表される。
【００４５】
【数１】
Ｐ＝２Ｎ 2（Ｖ c＋Ｖ p）

2／Ｚ 0

【００４６】
ここで、Ｖ pはＦＥＴ（本実施の形態においてＦ 3，Ｆ 3’，Ｆ 3”）のピンチオフ電圧（＜
０Ｖ）であり、Ｖ cはオフ状態のＦＥＴ（本実施の形態においてＦ 3，Ｆ 3’，Ｆ 3”）のゲ
ートを制御する制御電圧であり、Ｎはオフ状態のＦＥＴ（本実施の形態においてＦ 3，Ｆ 3

’，Ｆ 3”）の縦続接続の段数であり、本実施の形態においてＮ＝３”である。また、Ｚ 0

は系の特性インピーダンスである。
【００４７】
数１から明らかなように、オフ状態のＦＥＴの縦続接続の段数Ｎを大きくすることにより
、送信信号を伝送可能な電力Ｐが増大する。ただし、Ｎの増加は受信時のＦＥＴＦ 3，Ｆ 3

’，Ｆ 3”での挿入損失の増大を招くので、Ｎの値はこのトレードオフで決定される。
【００４８】
以上説明したように、実施の形態４によれば、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に
、カスコード型電力増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積
化したチップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することできるとともに、送信時の
切り換え回路の挿入損失を低減することができる。また、オフ状態のＦＥＴの縦続接続の
段数Ｎを実施の形態１に比較して大きくしたので、送信信号の伝送可能な電力Ｐを増大さ
せることができる。
【００４９】
以上の実施の形態４においては、オフ状態のＦＥＴの縦続接続の段数Ｎ＝３としているが
、本発明はこれに限らず、Ｎ＝２又は４以上の整数としてもよい。
【００５０】
実施の形態５．
図５は、本発明に係る実施の形態５である送受信切り換え回路の構成を示す回路図である
。この実施の形態５は、図２の実施の形態２の特徴の構成と、図３の実施の形態３の特徴
の構成とを組み合わせた場合であって、図２の実施の形態２において、さらに、ＦＥＴＦ

3のソース及びドレインと並列に、ＦＥＴＦ 5のソース及びドレインを接続し、ＦＥＴＦ 5

のゲートをゲート電圧印加用抵抗Ｒ g 5を介してゲート電圧印加用端子１５に接続したこと
を特徴としている。
【００５１】
以上のように構成することにより、実施の形態５によれば、送受信機切り換え回路の送信
アーム回路に、ゲート接地のＦＥＴＦ 2及びその周辺回路を取り除いたカスコード型電力
増幅器であるソース接地型増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路
を集積化したチップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することできるとともに、送
信時の切り換え回路の挿入損失を低減することができる。また、アンテナ１０３と受信機
１０２との間のインピーダンス整合をより容易に行うことができる。
【００５２】
以上の実施の形態５においては、２つのＦＥＴＦ 3及びＦ 5を互いに並列に接続しているが
、本発明はこれに限らず、ＦＥＴＦ 3に対して複数のＦＥＴを互いに並列に接続してもよ
い。
【００５３】
実施の形態６．
図６は、本発明に係る実施の形態６である送受信切り換え回路の構成を示す回路図である
。この実施の形態６は、図２の実施の形態２の特徴の構成と、図４の実施の形態４の特徴
の構成とを組み合わせた場合であって、図２の実施の形態２において、ＦＥＴＦ 3に代え
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て、ＦＥＴＦ 3、ＦＥＴＦ 3’及びＦＥＴＦ 3”の３つのＦＥＴの縦続接続回路を挿入した
ことを特徴としている。
【００５４】
以上説明したように、実施の形態６によれば、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に
、ゲート接地のＦＥＴＦ 2及びその周辺回路を取り除いたカスコード型電力増幅器である
ソース接地型増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積化した
チップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することできるとともに、送信時の切り換
え回路の挿入損失を低減することができる。また、オフ状態のＦＥＴの縦続接続の段数Ｎ
を実施の形態１及び２に比較して大きくしたので、送信信号の伝送可能な電力Ｐを増大さ
せることができる。
【００５５】
実施の形態７
図７は、本発明に係る実施の形態７である送受信切り換え回路の構成を示す回路図である
。この実施の形態７は、図３の実施の形態３の特徴の構成と、図４の実施の形態４の特徴
の構成とを組み合わせた場合であって、図３の実施の形態３において、ＦＥＴＦ 3に代え
て、ＦＥＴＦ 3、ＦＥＴＦ 3’及びＦＥＴＦ 3”の３つのＦＥＴの縦続接続回路を挿入し、
かつ、ＦＥＴＦ 5に代えて、ＦＥＴＦ 5、ＦＥＴＦ 5’及びＦＥＴＦ 5”の３つのＦＥＴの縦
続接続回路を挿入したことを特徴としている。
【００５６】
図７において、接続点４は、ＦＥＴＦ 5のドレイン及びソース、ＦＥＴＦ 5’のドレイン及
びソース、並びに、ＦＥＴＦ 5”のドレイン及びソースを介して接続点６に接続され、各
ＦＥＴＦ 5，Ｆ 5’，Ｆ 5”のゲートはそれぞれ、抵抗Ｒ g 5，Ｒ g 5’，Ｒ g 5”を介してゲー
ト電圧印加用端子１５に接続される。なお、抵抗Ｒ d 5，Ｒ d 5’，Ｒ d 5”はそれぞれ、各Ｆ
ＥＴＦ 5，Ｆ 5’，Ｆ 5”のソースとドレインとの間を同電位にするために、ソースとドレ
インに接続される抵抗である。なお、ＦＥＴＦ 3、ＦＥＴＦ 3’及びＦＥＴＦ 3”の３つの
ＦＥＴの縦続接続回路は、図３の実施の形態３のそれと同様に構成される。
【００５７】
以上説明したように、実施の形態７によれば、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に
、カスコード型電力増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積
化したチップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することできるとともに、送信時の
切り換え回路の挿入損失を低減することができる。また、アンテナ１０３と受信機１０２
との間のインピーダンス整合をより容易に行うことができる。さらに、オフ状態のＦＥＴ
の縦続接続の段数Ｎを実施の形態１に比較して大きくしたので、送信信号の伝送可能な電
力Ｐを増大させることができる。
【００５８】
以上の実施の形態７においては、２つずつのＦＥＴＦ 3及びＦ 5，Ｆ 3’及びＦ 5’，Ｆ 3”
及びＦ 5”を互いに並列に接続しているが、本発明はこれに限らず、ＦＥＴＦ 3に対して複
数個ずつのＦＥＴを互いに並列に接続してもよい。
【００５９】
実施の形態８
図８は、本発明に係る実施の形態８である送受信切り換え回路の構成を示す回路図である
。この実施の形態８は、図１の送信アーム回路を２組備え、これら２組の第１と第２の送
信アーム回路を接続点４に接続したことを特徴としている。ここで、第１の送信アーム回
路における各素子及び各端子の符号には添字ａを付加する一方、第２の送信アーム回路に
おける各素子及び各端子の符号には添字ｂを付加する。ここで、送信機１０１ａは送信機
接続用端子１ａに接続され、当該端子１ａは結合用キャパシタＣ t a、ＦＥＴＦ 1 a、ＦＥＴ
Ｆ 2 a、接続点５ａ及びインピーダンス整合用インダクタＬ d aを介して接続点４に接続され
る。また、送信機１０１ｂは送信機接続用端子１ｂに接続され、当該端子１ｂは結合用キ
ャパシタＣ t b、ＦＥＴＦ 1 b、ＦＥＴＦ 2 b、接続点５ｂ及びインピーダンス整合用インダク
タＬ d bを介して接続点４に接続される。

10

20

30

40

50

(11) JP 3711193 B2 2005.10.26



【００６０】
表６に、当該送受信切り換え回路の送信モード及び受信モードにおいて、プルアップ電圧
Ｖ U P及び各ゲート電圧印加用端子１１ａ，１１ｂ，１２ａ，１２ｂ，１３，１４に印加す
べき電圧を示す。
【００６１】
【表６】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００６２】
なお、図８の送受信切り換え回路において、送信機１０１ａのみを送信状態としてアンテ
ナ１０３に接続するためには、端子１２ａのみにゲート電圧Ｖ g bを印加する一方、端子１
２ｂを接地電位とすればよく、一方、送信機１０１ｂのみを送信状態としてアンテナ１０
３に接続するためには、端子１２ｂのみにゲート電圧Ｖ g bを印加する一方、端子１２ａを
接地電位とすればよい。これにより、送信機１０１ａと送信機１０１ｂとを選択的に切り
換えて送信状態とすることができる。
【００６３】
以上説明したように、実施の形態８によれば、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に
、カスコード型電力増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積
化したチップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することできるとともに、送信時の
切り換え回路の挿入損失を低減することができる。また、２つのカスコード型電力増幅器
を切り換え回路に組み込むことにより、例えば、いわゆるデュアルバンド機のような２つ
の異なる周波数のシステムに対応できる小型の送受信切り換え回路を提供することができ
る。
【００６４】
以上の実施の形態８においては、２つの送信機１０１ａ，１０１ｂとを接続するように構
成しているが、本発明はこれに限らず、図１の送信アーム回路を３組以上の複数組備え、
これら複数組の送信アーム回路を接続点４に接続してもよい。
【００６５】
実施の形態９
図９は、本発明に係る実施の形態９である送受信切り換え回路の構成を示す回路図である
。この実施の形態９は、図８の実施の形態８の特徴の構成と、図３の実施の形態３の特徴
の構成とを組み合わせた場合であって、図８の実施の形態８において、さらに、ＦＥＴＦ

3のソース及びドレインと並列に、ＦＥＴＦ 5のソース及びドレインを接続し、ＦＥＴＦ 5

のゲートをゲート電圧印加用抵抗Ｒ g 5を介してゲート電圧印加用端子１５に接続したこと
を特徴としている。
【００６６】
以上説明したように、実施の形態９によれば、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に
、カスコード型電力増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積
化したチップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することできるとともに、送信時の
切り換え回路の挿入損失を低減することができる。また、２つのカスコード型電力増幅器
を切り換え回路に組み込むことにより、例えば、いわゆるデュアルバンド機のような２つ
の異なる周波数のシステムに対応できる小型の送受信切り換え回路を提供することができ
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る。さらに、アンテナ１０３と受信機１０２との間のインピーダンス整合をより容易に行
うことができる。
【００６７】
以上の実施の形態９においては、２つの送信機１０１ａ，１０１ｂとを接続するように構
成しているが、本発明はこれに限らず、図１の送信アーム回路を３組以上の複数組備え、
これら複数組の送信アーム回路を接続点４に接続してもよい。
【００６８】
実施の形態１０．
図１０は、本発明に係る実施の形態１０である送受信切り換え回路の構成を示す回路図で
ある。この実施の形態１０は、図８の実施の形態８の特徴の構成と、図４の実施の形態４
の特徴の構成とを組み合わせた場合であって、図８の実施の形態８において、ＦＥＴＦ 3

に代えて、ＦＥＴＦ 3、ＦＥＴＦ 3’及びＦＥＴＦ 3”の３つのＦＥＴの縦続接続回路を挿
入したことを特徴としている。ここで、接続点４は、ＦＥＴＦ 3のドレイン及びソース、
ＦＥＴＦ 3’のドレイン及びソース、並びに、ＦＥＴＦ 3”のドレイン及びソースを介して
接続点６に接続され、各ＦＥＴＦ 3，Ｆ 3’，Ｆ 3”のゲートはそれぞれ、抵抗Ｒ g 3，Ｒ g 3

’，Ｒ g 3”を介してゲート電圧印加用端子１３に接続される。なお、抵抗Ｒ d 3，Ｒ d 3’，
Ｒ d 3”はそれぞれ、各ＦＥＴＦ 3，Ｆ 3’，Ｆ 3”のソースとドレインとの間を同電位にす
るために、ソースとドレインに接続される抵抗である。
【００６９】
以上説明したように、実施の形態１０によれば、送受信機切り換え回路の送信アーム回路
に、カスコード型電力増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集
積化したチップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することできるとともに、送信時
の切り換え回路の挿入損失を低減することができる。また、２つのカスコード型電力増幅
器を切り換え回路に組み込むことにより、例えば、いわゆるデュアルバンド機のような２
つの異なる周波数のシステムに対応できる小型の送受信切り換え回路を提供することがで
きる。さらに、オフ状態のＦＥＴの縦続接続の段数Ｎを実施の形態１に比較して大きくし
たので、送信信号の伝送可能な電力Ｐを増大させることができる。
【００７０】
以上の実施の形態１０においては、２つの送信機１０１ａ，１０１ｂとを接続するように
構成しているが、本発明はこれに限らず、図１の送信アーム回路を３組以上の複数組備え
、これら複数組の送信アーム回路を接続点４に接続してもよい。
【００７１】
【発明の効果】
　以上詳述したように、第１の発明に係る送受信切り換え回路によれば、送信機とアンテ
ナとの間に接続され、送信時にオンとなりかつ受信時にオフとなる第１のスイッチング回
路を備えた送信アーム回路と、
　受信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなる

第２のスイッチング回路を備えた受信アーム回路とを備え、
　上記アンテナに上記送信機又は上記受信機を選択的に切り換えて接続するための送受信
切り換え回路において、
　上記送信アーム回路は、
　カスコード型増幅器と、
　上記カスコード型増幅器と上記アンテナとの間に接続された

　

　従って、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に、カスコード型電力増幅器を組み込
むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積化したチップにおいて、チップサイ
ズを大幅に縮小化することできるとともに、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減する
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ＦＥＴを有する

インダクタのみからなるイ
ンピーダンス整合回路とを備え、

上記カスコード型増幅器と上記アンテナとの間のインピーダンス整合が、上記インダク
タと、上記ＦＥＴのオフ容量とにより達成されるように、上記ＦＥＴのインダクタンス及
びゲート幅とが設定される。



ことができる。
【００７２】
　また、第２の発明に係る送受信切り換え回路によれば、送信機とアンテナとの間に接続
され、送信時にオンとなりかつ受信時にオフとなる第１のスイッチング回路を備えた送信
アーム回路と、
　受信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなる

第２のスイッチング回路を備えた受信アーム回路とを備え、
　上記アンテナに上記送信機又は上記受信機を選択的に切り換えて接続するための送受信
切り換え回路において、
　上記送信アーム回路は、
　ソース接地型増幅器と、
　上記ソース接地型増幅器と上記アンテナとの間に接続された

　

　従って、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に、ソース接地型増幅器を組み込むこ
とにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積化したチップにおいて、チップサイズを
大幅に縮小化することできるとともに、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減すること
ができる。
【００７３】
また、上記第１の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第２のスイ
ッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに並列に接
続された複数個のＦＥＴを備える。
従って、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に、カスコード型電力増幅器を組み込む
ことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積化したチップにおいて、チップサイズ
を大幅に縮小化することできるとともに、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減するこ
とができる。また、上記アンテナと上記受信機との間のインピーダンス整合をより容易に
行うことができる。
【００７４】
さらに、上記第１の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第２のス
イッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに縦続に
接続された複数個のＦＥＴを備える。
従って、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に、カスコード型電力増幅器を組み込む
ことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積化したチップにおいて、チップサイズ
を大幅に縮小化することできるとともに、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減するこ
とができる。また、オフ状態のＦＥＴの縦続接続の段数Ｎを第１の発明に係る送受信切り
換え回路に比較して大きくしたので、送信信号の伝送可能な電力Ｐを増大させることがで
きる。
【００７５】
また、上記第２の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第２のスイ
ッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに並列に接
続された複数個のＦＥＴを備える。
従って、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に、ソース接地型増幅器を組み込むこと
により、当該電力増幅器と切り換え回路を集積化したチップにおいて、チップサイズを大
幅に縮小化することできるとともに、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減することが
できる。また、上記アンテナと上記受信機との間のインピーダンス整合をより容易に行う
ことができる。
【００７６】
さらに、上記第２の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第２のス
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ＦＥＴを有する

インダクタのみからなるイ
ンピーダンス整合回路とを備え、

上記ソース接地型増幅器と上記アンテナとの間のインピーダンス整合が、上記インダク
タと、上記ＦＥＴのオフ容量とにより達成されるように、上記ＦＥＴのインダクタンス及
びゲート幅とが設定される。



イッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに縦続に
接続された複数個のＦＥＴを備える。
従って、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に、ソース接地型増幅器を組み込むこと
により、当該電力増幅器と切り換え回路を集積化したチップにおいて、チップサイズを大
幅に縮小化することできるとともに、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減することが
できる。また、オフ状態のＦＥＴの縦続接続の段数Ｎを第１の発明及び第２の発明に係る
送受信切り換え回路に比較して大きくしたので、送信信号の伝送可能な電力Ｐを増大させ
ることができる。
【００７７】
またさらに、上記第１の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第２
のスイッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに並
列にかつ互いに縦続に接続された複数個のＦＥＴを備える。従って、送受信機切り換え回
路の送信アーム回路に、カスコード型電力増幅器を組み込むことにより、当該電力増幅器
と切り換え回路を集積化したチップにおいて、チップサイズを大幅に縮小化することでき
るとともに、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減することができる。また、上記アン
テナと上記受信機との間のインピーダンス整合をより容易に行うことができる。さらに、
オフ状態のＦＥＴの縦続接続の段数Ｎを第１の発明に係る送受信切り換え回路に比較して
大きくしたので、送信信号の伝送可能な電力Ｐを増大させることができる。
【００７８】
　さらに、第３の発明に係る送受信切り換え回路によれば、アンテナに第１と第２の送信
機又は受信機を選択的に切り換えて接続するための送受信切り換え回路であって、
　上記第１の送信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオンとなりかつ受信時に
オフとなる第１のスイッチング回路を備えた第１の送信アーム回路と、
　上記第２の送信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオンとなりかつ受信時に
オフとなる第２のスイッチング回路を備えた第２の送信アーム回路と、
　上記受信機と上記アンテナとの間に接続され、送信時にオフとなりかつ受信時にオンと
なる 第３のスイッチング回路を備えた受信アーム回路とを備え、
　上記第１と第２の送信アーム回路はそれぞれ、
　カスコード型増幅器と、
　上記カスコード型増幅器と上記アンテナとの間に接続された

　

　従って、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に、カスコード型電力増幅器を組み込
むことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積化したチップにおいて、チップサイ
ズを大幅に縮小化することできるとともに、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減する
ことができる。また、２つのカスコード型電力増幅器を切り換え回路に組み込むことによ
り、例えば、いわゆるデュアルバンド機のような２つの異なる周波数のシステムに対応で
きる小型の送受信切り換え回路を提供することができる。
【００７９】
また、上記第３の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第３のスイ
ッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに並列に接
続された複数個のＦＥＴを備える。
従って、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に、カスコード型電力増幅器を組み込む
ことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積化したチップにおいて、チップサイズ
を大幅に縮小化することできるとともに、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減するこ
とができる。また、２つのカスコード型電力増幅器を切り換え回路に組み込むことにより
、例えば、いわゆるデュアルバンド機のような２つの異なる周波数のシステムに対応でき
る小型の送受信切り換え回路を提供することができる。さらに、上記アンテナと上記受信
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ＦＥＴを有する

インダクタのみからなるイ
ンピーダンス整合回路とを備え、

上記カスコード型増幅器と上記アンテナとの間のインピーダンス整合が、上記インダク
タと、上記ＦＥＴのオフ容量とにより達成されるように、上記ＦＥＴのインダクタンス及
びゲート幅とが設定される。



機との間のインピーダンス整合をより容易に行うことができる。
【００８０】
さらに、上記第３の発明に係る送受信切り換え回路において、好ましくは、上記第３のス
イッチング回路は、それぞれ送信時にオフとなりかつ受信時にオンとなり、互いに縦続に
接続された複数個のＦＥＴを備える。
従って、送受信機切り換え回路の送信アーム回路に、カスコード型電力増幅器を組み込む
ことにより、当該電力増幅器と切り換え回路を集積化したチップにおいて、チップサイズ
を大幅に縮小化することできるとともに、送信時の切り換え回路の挿入損失を低減するこ
とができる。また、２つのカスコード型電力増幅器を切り換え回路に組み込むことにより
、例えば、いわゆるデュアルバンド機のような２つの異なる周波数のシステムに対応でき
る小型の送受信切り換え回路を提供することができる。さらに、オフ状態のＦＥＴの縦続
接続の段数Ｎを第１の発明に係る送受信切り換え回路に比較して大きくしたので、送信信
号の伝送可能な電力Ｐを増大させることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明に係る実施の形態１である送受信切り換え回路の構成を示す回路図であ
る。
【図２】　本発明に係る実施の形態２である送受信切り換え回路の構成を示す回路図であ
る。
【図３】　本発明に係る実施の形態３である送受信切り換え回路の構成を示す回路図であ
る。
【図４】　本発明に係る実施の形態４である送受信切り換え回路の構成を示す回路図であ
る。
【図５】　本発明に係る実施の形態５である送受信切り換え回路の構成を示す回路図であ
る。
【図６】　本発明に係る実施の形態６である送受信切り換え回路の構成を示す回路図であ
る。
【図７】　本発明に係る実施の形態７である送受信切り換え回路の構成を示す回路図であ
る。
【図８】　本発明に係る実施の形態８である送受信切り換え回路の構成を示す回路図であ
る。
【図９】　本発明に係る実施の形態９である送受信切り換え回路の構成を示す回路図であ
る。
【図１０】　本発明に係る実施の形態１０である送受信切り換え回路の構成を示す回路図
である。
【図１１】　従来例１の送受信切り換え回路の構成を示す回路図である。
【図１２】　従来例２のカスコード型電力増幅器の構成を示す回路図である。
【符号の説明】
１，１ａ，１ｂ　送信機接続端子、２　受信機接続端子、３　アンテナ接続端子、４，５
，６　接続点，１１，１１ａ，１１ｂ，１２，１２ａ，１２ｂ，１３，１４，１５　ゲー
ト電圧印加用端子、２２，２２ａ，２２ｂ　電源電圧印加用端子、１０１，１０１ａ，１
０１ｂ…送信機、１０２…受信機、１０３…アンテナ、Ｆ 1，Ｆ 1 a，Ｆ 1 b，Ｆ 2，Ｆ 2 a，Ｆ

2 b，Ｆ 3，Ｆ 3’，Ｆ 3”，Ｆ 4，Ｆ 5，Ｆ 5’，Ｆ 5”　ＦＥＴ、Ｖ U P　プルアップ電圧、Ｖ g

1，Ｖ g 1 a，Ｖ g 1 b，Ｖ g 2，Ｖ g 2 a，Ｖ g 2 b，Ｖ g 3，Ｖ g 4，Ｖ g 5　ゲート電圧、Ｖ d 2，Ｖ d 2 a，
Ｖ d 2 b　電源電圧、Ｒ g 1，Ｒ g 1 a，Ｒ g 1 b，Ｒ g 2，Ｒ g 2 a，Ｒ g 2 b，Ｒ g 3，Ｒ g 3’，Ｒ g 3”，
Ｒ g 4，Ｒ g 5，Ｒ g 5’，Ｒ g 5”，Ｒ d 2，Ｒ d 2 a，Ｒ d 2 b，Ｒ d 3，Ｒ d 3’，Ｒ d 3”　抵抗、Ｒ u p

　プルアップ抵抗、Ｃ t，Ｃ t a，Ｃ t b，Ｃ r，Ｃ a　高周波結合用キャパシタ、Ｃ 1，Ｃ 1 a，
Ｃ 1 b，Ｃ 2，Ｃ 2 a，Ｃ 2 b　高周波バイパス用キャパシタ、Ｃ 3，Ｃ 5　ＦＥＴのオフ容量、
Ｃ 4　高周波接地用キャパシタ、Ｌ d，Ｌ d a，Ｌ d ｂ 　インピーダンス整合用インダクタン
ス、Ｌ d 2，Ｌ d 2 a，Ｌ d 2 b　高周波阻止用インダクタ。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

(19) JP 3711193 B2 2005.10.26



フロントページの続き

    審査官  山中　実

(56)参考文献  国際公開第９７／０２３０５３（ＷＯ，Ａ１）
              特開昭６１－０１３８２３（ＪＰ，Ａ）
              特開平０９－０５５６８１（ＪＰ，Ａ）
              特開平０６－１６９２６６（ＪＰ，Ａ）
              特開平０６－２２４６４７（ＪＰ，Ａ）
              特開平０５－３０８２３３（ＪＰ，Ａ）
              特開平０５－２９９９９５（ＪＰ，Ａ）
              特開平０９－１５３７８１（ＪＰ，Ａ）
              特開平０８－０２３２７０（ＪＰ，Ａ）
              実開平０１－１０３９３０（ＪＰ，Ｕ）
              特開平１０－３１３２６６（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.7，ＤＢ名)
              H04B  1/44
              H01P  1/15
              H03K 17/693

(20) JP 3711193 B2 2005.10.26


	bibliographic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

